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1．資料請求事項
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 1月12日開催の第11回議決すべき計画に関する特別委員会において、
資料請求があった①~④について整理いたしました。

①土地の等価交換における手続き期間（見込み）
②地域別通園人数（忍ヶ丘あおぞらこども園）
③認定こども園の整備に活用できる起債・交付金等
④社会資本整備総合交付金の活用可否
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 所有権移転登記申請書を作成します。（約2週間）
※ただし、上記期間には、相手方が準備する添付書類等の取得期間は含めていません。

 大阪法務局東大阪支局へ申請書提出後、登記完了済証を受領します。（約2週間）

登記
約1カ月

議決
ｎヶ月

 相手方と合意した後は土地の交換契約書を締結します。（約2週間）
 ただし、交換する価格の差額が、その高価なものの価額の6分の1を超える時は、地方自治

法第96条第1項第6号の規定により議決が必要となります。

（仮）契約
約0.5ヶ月

 不動産鑑定評価額をもとに相手方と交換内容について協議を行います。
 協議期間は、相手方との協議状況により異なるため、事前に見積もることは困難です。
 『等価』とするために、各々の㎡単価（評価額）に面積を乗じて価格を均等に調整してい

く過程で、どちらか一方の土地に『残地』が生じた場合、この取扱いも含めて交渉する場
合があります。

交渉業務
ｎヶ月

予算
ｎヶ月

 交換する土地の価格に差額が生じ、金銭で補足する場合は、予算措置に係る期間が必要と
なります。

 議決が必要な場合は、議案の提出に係る期間が別途必要となります。

鑑定評価
約2~3ヶ月

 交換する土地の取引価格を確認するため、不動産鑑定を行います。（約2~3ヶ月程度）

 用地取得にあたっては、各種関係計画との整合性や必要性等を踏まえて判断し、用地を取得していく
方針とした場合は、購入、交換、贈与などの取得方法を含め、土地所有者と協議することとなります。

 一例として、土地を等価で交換する場合の一般的な工程と事務手続期間等を以下に示しします。

資料請求事項① 土地の等価交換における手続き期間（見込み）
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東部地域

西部地域

田原台二丁目 1 人

田原台三丁目 1 人

田原台五丁目 3 人

田原台六丁目 1 人

田原台七丁目 1 人

田原台八丁目 3 人

合計 10 人

雁屋南町 1 人

雁屋北町 1 人

米崎町 2 人

中野新町 1 人

合計 5 人

大字岡山 1 人

岡山東一丁目 9 人

岡山東二丁目 11 人

岡山東三丁目 10 人

岡山東四丁目 10 人

岡山東五丁目 3 人

清滝中町 4 人

大字清瀧 7 人

中野三丁目 1 人

大字中野 8 人

合計 64 人

塚脇町 1 人

中野一丁目 1 人

南野一丁目 4 人

南野二丁目 1 人

南野三丁目 1 人

南野四丁目 1 人

南野五丁目 2 人

南野六丁目 3 人

合計 14 人

 令和5年1月1日現在の園児数は１７５人です。（※市内在住に限る。）
 地域別の通園人数は、以下のとおりです。

岡山一丁目 5 人

岡山二丁目 18 人

岡山三丁目 8 人

岡山四丁目 21 人

岡山五丁目 8 人

砂二丁目 8 人

砂三丁目 1 人

中野本町 7 人

西中野一丁目 3 人

西中野二丁目 1 人

西中野三丁目 2 人

合計 82 人

資料請求事項② 地域別通園人数（忍ヶ丘あおぞらこども園）



忍
ヶ
丘
あ
お
ぞ
ら
こ
ど
も
園

幼保連携型
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幼保連携型
幼稚園機能分
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 令和５年度からこども家庭庁が設置され、園を対象とする施設整備事業・災害復旧事業は、原則として、
こども家庭庁に移管し、一本化されます。

 現時点で把握している情報をもとに、令和5年度からの起債・交付金等を整理しました。

就学前教育・保育施設整備交付金
（私立）保育所等整備交付金

（私立）認定こども園施設整備交付金

（公立）学校施設環境改善交付金【幼稚園型、幼保連携型】

一本化

私立学校施設整備費補助金【認定こども園（幼稚園型）】

私立：国1/2 市1/4 事業者1/4
公立：国1/3 市2/3

統合

５０％ ５０％

施設整備事業債（一般財源化分）
充当率：100％ 交付税措置率：70％

一般補助施設整備等事業債
充当率75％ 交付税措置率 0％

１/３ ２/３

就学前教育・保育施設整
備交付金

一般補助施設整備等事業債
充当率75％ 交付税措置率 0％

※変更となる場合があります。

資料請求事項③ 認定こども園の整備に活用できる起債・交付金等
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調査内容① 熊野町が適用した事業メニューの活用可否

 議決すべき計画に関する特別委員会において、事例紹介がありました広島県熊野町『熊野東防災交流セン
ター』では、施設の整備にあたり以下の社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金事業）を活用して施
設を整備。

 イー１３ 市街地整備事業
（１） 都市防災推進事業

① 都市防災総合推進事業
８「被災地における復興まちづくり総合支援事業」とは、大規模な災害により被災した地

区において復興のために実施される以下の事業をいう。
１）復興まちづくり計画策定支援
２）復興のための公共施設等整備

結論：熊野町が活用された事業メニューは、『大規模な災害により被災した地区において復興のために実施
される事業』であるため、本市での活用は困難です。

 社会資本整備総合交付金は、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に一括されたも
ので対象事業の範囲が非常に広範囲となっています。

 同交付金要綱では、事業別（例：道路事業、河川事業等）に対象事業を整理されているため、『施設整備』
の目的から調査を進めていくことが容易ではありません。そのため、都市防災総合推進事業を対象に防災拠
点施設の整備に関して活用可能な事業を大阪府へ問い合わせしました。

調査内容② 社会資本整備総合交付金の活用可否

回答：災害対策基本法第42条第3項に規定されている地区防災計画等の市町村内の一定の地区内の住民等の
避難や防災に関する計画に位置付けている場合は活用することが可能です。

資料請求事項④ 社会資本整備総合交付金の活用可否

本市の見解：交付金の要件として、一定の地域の避難者数（想定）を定めておかなければなりませんが、本
市の地域防災計画の避難者数は市域全域で想定していることから、活用は困難です。



２．防災拠点施設（他市事例）
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第11回（令和5年1月12日） 議決すべき特別委員会 資料1より（再掲）
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出典：王寺町HPより

奈良県 王寺町 防災コミュニティセンター（いずみスクエア）

施設名 建築年 延床面積（㎡） 構造

防災コミュニティセンター 2018 4,208.09 RC
（一部S）

≪施設の案内≫
本施設は、避難所機能を併せ持った町の防災拠点として、地域の安
全安心に寄与するとともに、生涯学習の拠点として世代を超えた文
化・芸術・スポーツの振興を目指します。

【視察時の回答】（平成31年1月時点）
・防災センター棟及び備蓄倉庫棟については、緊急防災・減災事業債を活用し、体育館棟は公共施設最適化事業債を活用。
・事業費：設計 7,429万円、建築工事 17億5,447万3千円、施工監理 2,786万4千円 合計 18億5,662万7千円



8出典：王寺町HPより

奈良県 王寺町 防災コミュニティセンター（いずみスクエア）



9出典：王寺町HPより

奈良県 王寺町 防災コミュニティセンター（いずみスクエア）
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大阪府 阪南市 防災コミュニティセンター（阪南まもる館）

出典：阪南市HPより

施設名 建築年 延床面積（㎡） 構造

防災コミュニティセンター 1993 4,341 S

≪施設の案内≫
災害時の津波浸水区域の皆さんの一時避難場所として、平時は防災
情報の収集や研修、健康づくりの拠点として、平成28年4月にオー
プンした施設です。※従前の施設：民間商業施設
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大阪府 八尾市 南木の本防災公園・体育館

出典：八尾市HPより

施設名 建築年 延床面積（㎡） 構造

南木の本防災体育館 1981 2,994.86 RC

≪施設の活用状況≫
スポーツ振興等のための施設の提供を行うことにより、市民のスポーツ振
興を図り、健康の増進に貢献しています。また、本施設は、防災の啓発な
ど、防災拠点としての機能も有しており、災害発生時の指定避難所として
います。※従前の施設：大阪府立八尾南高等学校
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大阪府 中部広域防災拠点（八尾市）

出典：大阪府HPより


